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九州厚生局健康福祉部地域包括ケア推進課

地域づくり加速化事業について



国

支援
チーム

１．地域包括ケアの推進を図るため、以下の事業により市町村を支援する。

① 地方厚生(支)局主導による支援パッケージを活用した伴走的支援の実施（全国２４か所）
・地方厚生(支)局・都道府県と連携し、市町村を支援する地域の有識者･実践者の支援スキル向上に資する研修を
併せて実施【拡充】

② 自治体向け研修の実施（各地方厚生(支)局ブロックごと）

③ 支援パッケージ(注)の改訂など地域づくりに資するツールの充実
（注）市町村等が地域包括ケアを進める際に生じる様々な課題を解決するための実施方法やポイントをまとめたもの。

２．全国の生活支援コーディネーターや協議体等がつながるためのプラットフォーム（PF)を構築【新規】

２ 事業の概要・スキーム

１ 事業の目的

地域づくり加速化事業
老健局認知症施策・地域介護推進課

（内線3982）

令和６年度当初予算案 89百万円（ 1.0億円）※（）内は前年度当初予算額

【実施主体】

⚫ 国から民間事業者へ

委託

【補助率】

⚫ 国10/10

（実績）

令和４年度伴走支援を

行った自治体  24自治体

国
受託事業者
（シンクタ
ンク等）

＜事業イメージ＞

３ 実施主体等

⚫ 団塊世代（1947～1949年生）が全員75歳以上を迎える2025年に向けて地域包括ケアシステムの構築を図るため、市町村の地域づくり促進のた
めの支援パターンに応じた支援パッケージを活用し、①有識者による市町村向け研修（全国・ブロック別）や②個別協議を実施しているなど総合事
業の実施に課題を抱える市町村への伴走的支援の実施等を行ってきたところ。

⚫ 令和６年度においては、引き続き伴走的支援の実施を図りつつ、以下の内容の充実を図る。
①今後、こうした伴走的支援を地域に根差した形で展開していくため、引き続き、全国８か所の地方厚生(支)局主導による支援を行うとともに②地
域で活動するアドバイザーを養成するなど、地域レベルでの取組を一層促進していく。

また、令和４年12月の介護保険部会意見書で、第９期計画期間を通じて総合事業の充実に集中的に取り組むことが適当であり、その際、地域の受け
皿整備のため、生活支援体制整備事業を一層促進することとされていることを踏まえ、第９期を見据え、生活支援体制整備事業を更に促進するた
めのプラットフォームの構築（全国シンポジウムの開催含む）を図る。

受託事業者

厚 生
労働省
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(支)局
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市
町
村

伴走的支援連 携

委
託

ｽｷﾙｱｯﾌﾟ研修

都道府県

支援パッケージ

ブロック別研修

受託事業者

厚 生
労働省

委
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生活支援体制
整備事業促進

PF(ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ)

全国の生活支援
コーディネーター等

がつながる場

活性化



支援パッケージの概要 （地域づくり支援ハンドブック vol.2（２０２３年度版））
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地域づくり加速化事業・支援対象市町村一覧

令和６年度「地域づくり加速化事業」では、以下の２４市町村を伴走支援の対象として選定し、訪問支援及び各支援の合間にオ
ンラインミーティング等を実施することにより支援を実施。



１．地域包括ケアの推進を図るため、以下の事業により市町村を支援する。
① 地方厚生(支)局主導による支援パッケージを活用した伴走的支援の実施（全国２４か所）

・地方厚生(支)局・都道府県と連携し、市町村を支援する地域の有識者･実践者の支援スキル向上に資する研修を
併せて実施

② 自治体向け研修の実施（各地方厚生(支)局ブロックごと）
③ 地域づくり戦略や支援パッケージ(注)の改訂など地域づくりに資するツールの充実

（注）市町村等が地域包括ケアを進める際に生じる様々な課題を解決するための実施方法やポイントをまとめたもの。

２．全国の生活支援コーディネーターや多様な分野の団体等がつながるためのプラットフォーム（PF)を構築・発展

２ 事業の概要・スキーム

地域づくり加速化事業
老健局認知症施策・地域介護推進課

（内線3982）

令和７年度当初予算案 78百万円（89百万円）※（）内は前年度当初予算額

【実施主体】

・国から民間事業者へ委託

【補助率】

・国10/10

【参考】

「全世代型社会保障構築を目指す改

革の道筋（改革工程）」

（令和５年12月22日閣議決定）

国 受託事業者
（シンクタン
ク等）

３ 実施主体等

国
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整備事業促進

PF(ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ)

全国の生活支援
コーディネーター等

がつながる場

活性化

＜事業イメージ＞

⚫ これまで団塊世代（1947～1949年生）が全員75歳以上を迎える2025年に向けて地域包括ケアシステムの構築を図るため、市町村の地域づくり促進の

ための支援パターンに応じた支援パッケージを活用し、①有識者による市町村向け研修（全国・ブロック別）や②個別協議を実施しているなど総合事業の
実施に課題を抱える市町村への伴走的支援の実施等を行ってきたところ。

⚫ 令和４年12月の介護保険部会意見書で、「総合事業を充実化していくための包括的な方策の検討を早急に開始するとともに、自治体と連携しながら、第
９期介護保険事業計画期間を通じて、工程表を作成しつつ、集中的に取り組んでいくことが適当である。」との意見を受け、令和５年度に「介護予防・日
常生活支援総合事業の充実に向けた検討会」を設置し、第９期介護保険事業計画期間を通じた集中的な取組を促進するため、検討会で議論を行い、令和５
年12月７日に「介護予防・日常生活支援総合事業の充実に向けた検討会における議論の中間整理」を取りまとめたところ。

⚫ 中間整理において、地域共生社会の実現に向けた基盤として総合事業を地域で活用する視点から地域の多様な主体が総合事業に参画しやくする枠組みの
構築を行うこととされたところ。

⚫ こうした検討会での議論等を踏まえ、本事業をとおして総合事業の充実に向けた取組を推進していく。
そのため、令和７年度においても、引き続き、以下の取組を行う。
①今後、こうした伴走的支援を地域に根差した形で展開していくため、全国８か所の地方厚生(支)局主導による支援対象を拡充するとともに地域で活動す

るアドバイザーを養成するなど、地域レベルでの取組を一層促進していく。
②また、令和４年12月の介護保険部会意見書で、第９期計画期間を通じて総合事業の充実に集中的に取り組むことが適当であり、その際、地域の受け皿整

備のため、生活支援体制整備事業を一層促進することとされていることを踏まえ、生活支援体制整備事業を更に促進するためのプラットフォームの構築
及び発展（全国シンポジウムの開催含む）を図る。

１ 事業の目的
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都道府県主導型の創設について

令和７年度は、地域レベルの取組を一層推進する観点から「厚生局主導型」に加え、都道府県が主体的に管内市町村の地域づく

りを支援する「都道府県主導型」を創設。

・各都道府県が主導し、本省、厚生局、アドバイザーが参画のうえ伴走的支援を実施。１厚生局あたり管内最大１自治体。

・これまで市町村の伴走的支援を行った経験のある都道府県を対象に想定（支援意向があれば経験なくとも可）。

・主な支援テーマは「厚生局主導型」と同様。

・全国８ヶ所の厚生局がそれぞれ主導し、伴走的支援を実施。１厚生局あたり管内２市町村。

・特に、これまで支援経験のない都道府県内の市町村を対象に想定。

・主な支援テーマは、①介護予防ケアマネジメント、②サービス・活動事業、③通いの場、④生活支援体制整備事業、⑤地域ケア会議など、各

厚生局が選定するもの（※支援パッケージの各論掲載事項）

・支援対象市町村の選定、伴走的支援を行う有識者（アドバイザー）の選定は、厚生局において行う。

厚生局主導型（原則１６市町村）

※支援対象数は、全体の調整により変更が生じる可能性がある。

都道府県主導型（４～８自治体） n ew ! !

〇 地域づくり加速化事業では、地域包括ケアシステムの構築に向け、地域づくりのツールとなる地域支援事業に課題を抱える市町村への伴走
的支援をこれまで実施。
〇 上記に加え、「総合事業の充実に向けた検討会」における中間整理において、第９期介護保険事業計画期間中に集中的に総合事業の充実に
取り組むことから、それを達成する手段として本事業は一定の役割を果たすと考えられる。
〇 今後、本事業に係る事業評価を行うこととしているが、第９期介護保険事業計画期間後を見据え、目指す姿として、市町村が当該事業に取
り組みつつ、必要に応じて都道府県が管内市町村の課題解決を伴走的支援等をとおしてバックアップし、厚生局が広域支援の観点から支える
体制づくりの構築が望まれる。
〇 こうした観点から令和７年度は、都道府県が、主体的に市町村の地域づくりを支援できる体制づくりのための新たな取り組みとして「都道
府県主導型」を創設。

創設の背景

※厚生局主導型においても、従前どおり都道府県の積極的な関与が望まれる。



7

（参考）地域づくり加速化事業 募集案内用チラシ

令和7年度 地域づくり加速化事業では、以下の３自治体を伴走支援の対象として選定し、訪問支援及び各支援の合間にオンライ
ンミーティング等を実施することにより支援を実施する予定



令和7年度 九州厚生局の支援先

対象自治体 支援テーマ

大分県佐伯市 サービス・活動事業（サービス・活動Cの利用者数増加に向けた取組）

鹿児島県東串良町 生活支援体制整備事業

令和7年度 地域づくり加速化事業では、以下の３自治体を伴走支援の対象として選定し、訪問支援及び各支援の合間にオンライ
ンミーティング等を実施することにより支援を実施する予定

沖縄県恩納村
介護予防ケアマネジメント、サービス・活動事業（訪問型サービス・活動B、訪問型サービス・

活動D）、生活支援体制整備事業



総合事業を活用した介護予防のための地域づくり①



総合事業を活用した地域づくり②



地域づくり加速化事業のコンセプト



九州厚生局の支援先

対象自治体 支援テーマ

福岡県久留米市 介護予防ケアマネジメント、介護予防・生活支援サービス事業

福岡県香春町 介護予防・生活支援サービス事業、生活支援体制整備事業

佐賀県玄海町 介護予防・生活支援サービス事業、生活支援体制整備事業

【支援先】

（参考）支援スケジュール

自治体名 0.5mtg １回目支援 1.5mtg ２回目支援 2.5mtg ３回目支援

福岡県久留米市
8月7日（水）
15:00～16:30

10月３日（木）
10月18日（金）
10:00～11:30

11月8日（金）
12月24日（火）
15:00～16:30

2月5日（水）

福岡県香春町
8月5日（月）
13:30～15:00

10月2日（水）
11月11日（月）
13:30～15:00

12月17日（火）
1月14日（火）
13:30～15:00

1月30日（木）

佐賀県玄海町
7月31日（水）
14:00～15:30

10月10日（木）
11月11日（月）
15:30～17:00

12月23日（月）
1月2１日（火）
1３:00～1４:30

2月18日（火）

令和６年度 地域づくり加速化事業では、3自治体を伴走的支援の対象として選定し、全３回の訪問支援及び各支援の合間にオン
ラインミーティング等を実施することにより支援を実施。



令和6年度 九州厚生局の支援先 ①

令和６年度 地域づくり加速化事業では、3自治体を伴走的支援の対象として選定し、全３回の訪問支援及び各支援の合間にオン
ラインミーティング等を実施することにより支援を実施。

・第１回目支援
庁内での現状と課題の共有、取組内容について戦略会議 等

・第２回目支援
地域包括支援センターへのヒアリング結果を踏まえ現状と課
題を整理し、意見交換、等

・第３回目支援
ロードマップ案について説明・意見交換、市の現状と通所C

を主軸とした総合事業の目指す姿を説明・意見交換 等
（令和6年度地域づくり加速化事業市町村支援に係る報告会（R7.3.7）

久留米市報告資料より）

【①福岡県久留米市】

【支援概要】



令和6年度 九州厚生局の支援先 ②

令和6年度 地域づくり加速化事業では、3自治体を伴走的支援の対象として選定し、全３回の訪問支援及び各支援の合間にオン
ラインミーティング等を実施することにより支援を実施。

【②福岡県香春町】
【支援概要】

（令和6年度地域づくり加速化事業市町村支援に係る報告会（R7.3.7）

香春町報告資料より）

・第１回目支援
現状と課題の整理、町長との意見交換、今後の内容について
作戦会議 等

・第２回目支援
地域運営組織について情報共有、意見交換、今後の取組内容
について作戦会議 等

・第３回目支援
アドバイザーによる講演、意見交換、ロードマップについて
検討 等



令和6年度 九州厚生局の支援先 ③

令和6年度 地域づくり加速化事業では、3自治体を伴走的支援の対象として選定し、全３回の訪問支援及び各支援の合間にオン
ラインミーティング等を実施することにより支援を実施。

・第１回目支援
現状と課題の整理、課題について意見交換 等

・第２回目支援
庁内連携についてＡＤから講演、庁内関係各課や関係事業所等
との意見交換 等

・第３回目支援
生活支援体制整備事業等についてＡＤから講演、地域の住民との
意見交換、社協や事業所等関係団体との意見交換 等

【③佐賀県玄海町】

【支援概要】

（令和6年度地域づくり加速化事業市町村支援に係る報告会（R7.3.7）

玄海町報告資料より）
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地域づくり加速化事業の成果物等

市町村における地域包括システムの構築・推進や総合事業の充実、また都道府県や地方厚生局による伴走的支援に資

するよう、これまでの「地域づくり加速化事業」の成果物等を掲載。

（令和6年度全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料（R7.3） より）
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